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　新地方公会計制度に基づく財務４表

　山陽小野田市が保有する資産（現金、土地、建物）・負債（地方債、債務負担）の状
況はこれまでも予算、決算を通じて公表していますが、行財政運営の説明責任が求めら
れている中、財務状況をより的確に把握するとともに、市民に分かりやすく公表するた
め、普通会計及び関係団体を含む連結の財務４表を作成しました。
　作成にあたっては、平成１９年に総務省から公表された「総務省方式改定モデル」の
基準を採用し、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査」に基づいて作成しています。

■新地方公会計制度の概要

　平成１８年に制定された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律（行政改革推進法）」を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として
「新地方公会計制度の整備」が位置づけられました。これにより、「新地方公会計制度
研究会報告書」で示された「基準モデル」または「総務省方式改定モデル」のどちらか
を採用した財務４表を平成２１年度までに整備することとされました。

１．制度整備の目的

　①資産・債務管理

　②費用管理

　③財務情報の分かりやすい開示

　④政策評価・予算編成・決算分析との関係付け

　⑤地方議会における予算・決算審議での利用

２．総務省方式改定モデルと基準モデルの特徴

　○総務省方式改定モデル

　　・売却可能資産については時価評価

　　・売却可能資産以外の資産については地方財政状況調査のデータを使用

　　・資産評価、台帳整備については段階的に整備する

　○基準モデル

　　・すべての固定資産（普通財産及び行政財産）について台帳整備し時価評価

　　・歳入歳出データを発生主義に基づき仕訳

■財務４表の概要

Ⅰ．貸借対照表（バランスシート）

１　貸借対照表から何がわかるのか

（１）貸借対照表とは

貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）
と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示し
た一覧表です。また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスして
いる表であることからバランスシートとも呼ばれます。

（２）貸借対照表の構成要素（資産・負債・純資産）
　貸借対照表は、資産、負債及び純資産から構成されています。



「資産」には、①自治体が住民サービスを提供するために使用すると見込まれるもの
（使う資産）と、②将来、自治体に資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資
産）の２つがあります。例えば、①についてはインフラ資産や施設などの有形固定資産
が含まれ、②に関しては税金の未収入金や売却可能資産などが含まれます。
「負債」とは、将来支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすもので

す。負債に計上される主たる項目として地方債があります。地方債は、将来償還してい
く義務があるため負債へ計上されます。また、地方債は、公共資産など住民サービスを
提供するために保有する財産の財源としてみた場合、住民サービスを受ける世代間の公
平性の観点から発行されると言われています。このため、負債は「将来世代が負担する
部分」という見方ができます。
「純資産」とは、資産と負債の差額です。純資産に計上される主たる項目として補助

金や一般財源があります。上述地方債の場合と同様に住民サービスを提供するために保
有する財産の財源として見た場合、純資産は「現在までの世代が負担した部分」という
見方ができます。

２　資産の内訳

　「資産」は、大きく公共資産、投資等、流動資産に分類されます。

（１）公共資産

　「公共資産」は、「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成されており、資産の
大部分を占めています。
　「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用される
もので、具体的には、土地、建物、機械装置などが該当します。ここに計上されている
金額は、昭和44年度以降に取得したものの累計額から減価償却の累計額を差し引いた後
の金額となっております。
　また、「有形固定資産」は、行政目的別に区分されています。これは、自治体が提供
する住民サービスの種類が多岐にわたっているため、どういった分野の資産を持ってい
るかを把握することが有用と考えられるためです。
　一方、「売却可能資産」とは、公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など、現在行
政目的のために使用されていない資産のうち売却方針の決定している資産を表していま
す。

（２）投資等

「投資等」には、公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、回収期限が到来
してから１年以上回収できていない債権（長期延滞債権）などの資産が計上されていま
す。

①　投資及び出資金

「投資及び出資金」のうち主要なものは、公営企業や公社、第三セクター等に対する
出資金・出えん金です。これらは公営企業や地方三公社、第三セクター等を通じた行政
サービスの提供に活用されているものです。
また、「投資損失引当金」とは、連結対象となる会計・団体・法人の財政状況が一定

以上悪化した場合、その損失に備えて計上される科目であり、マイナス金額で計上され
ます。なお、「投資損失引当金」に金額が計上されている場合は、財政状況が悪化した
公営企業会計や地方三公社、第三セクター等を抱えていることがわかります。

②　貸付金

「貸付金」には、福祉資金や住宅改良資金、災害援護資金、奨学金などの福祉的な目
的の貸付金や、中小企業振興や地域振興など産業振興目的の貸付金などがあります。
なお、返済期限が到来しているにもかかわらず回収されていない貸付金は、「未収

金」あるいは「長期延滞債権」として別に計上されるため、「貸付金」に計上されてい
る金額は、返済期限未到来の債権の額ということになります。



③　基金等

基金には、特定の目的のために資金を積み立てる（資金を使用する際は、積み立てた
基金を取り崩して使用する）「特定目的基金」と、特定目的のために定額の資金を運用
する（資金を使用する際は、基金の運用益を使用する）「定額運用基金」があります。
貸借対照表では、「退職手当目的基金」と「その他特定目的基金」が特定目的基金に該
当し、「その他定額運用基金」が定額運用基金に該当します。これらは将来の支出に対
する財源の備えといえます。

④　長期延滞債権

「長期延滞債権」とは、納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかかわら
ず、いまだ収入されていない債権を指します。なお、これらを減少させていく、あるい
はできる限り発生させないようにする必要があります。「長期延滞債権」はできる限り
少ない方がよいといえます。

⑤　回収不能見込額

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち回収不能となることが見込まれる金額を「回
収不能見込額」として表示しています。回収不能となる金額は、個別の債権ごとに、あ
るいは過去の回収不能実績をもとに一括して見積もります。

（３）流動資産

「流動資産」には、現金、必要に応じてすぐに使える基金、税金等の未収入金が計上
されます。

①　現金預金

「現金預金」には、「財政調整基金」、「減債基金」、「歳計現金」があります。
「財政調整基金」や「減債基金」は将来の収入源や不測の支出、地方債の償還に備えて
積み立てている基金です。これらの残高が多ければ今後の財政運営に比較的余裕がある
といえます。また、「歳計現金」はその年度の収入から支出を差し引いた残高です。

②　未収金

「未収金」は、その年度の歳入として調定したが、まだ収入がないものを「地方税」
と地方税以外の「その他」に区分して表示しています。なお、納付（回収）期限から１
年以上経過した債権は長期延滞債権に計上されることになります。また、長期延滞債権
と同様に回収不能見込額も計上されます。

３　負債の内訳

　「負債」は、固定負債、流動負債に分類されます。

（１）固定負債
「固定負債」とは、貸借対照表日の翌日から１年以降に支払や返済が行われる予定の

ものをいいます。
①　地方債

「地方債」には、地方債のうち翌々年度以降に償還されるものが計上されます。した
がって、地方債残高の総額は、固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定地
方債」を合計したものであることに注意する必要があります。

②　長期未払金

「長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについてまだ
支払っていない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額などです。

③　退職手当引当金

「退職手当引当金」は、職員が当該年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当
額であり、将来職員が退職した時点で支払う必要がある金額です（実際に退職する時点
ではさらに大きい金額となります）。したがって、退職手当引当金に見合う「退職手当
目的基金」や「退職手当組合積立金」が計上されていない場合、その差額分の退職手当
の支払いは将来の税収などにより賄われなければならないことになります。



（２）流動負債

　「流動負債」とは、１年以内に支払や返済をしなければならないものをいいます。

①　翌年度償還予定地方債

　　地方債のうち翌年度償還予定額です。

②　短期借入金（翌年度繰上充用金）

収支不足が発生した場合は翌年度の予算から前借りすることになりますが、この前借
り額（収支不足額）が「短期借入金（翌年度繰上充用金）」として計上されます。

③　未払金

固定負債の長期未払金が翌々年度以降の支出予定額であるのに対し、翌年度支出予定
額は「未払金」として計上されます。

④　翌年度支払予定退職手当

「翌年度支払予定退職手当」とは、職員に支払う退職手当のうち翌年度支払予定額で
す。したがって、「翌年度支払予定退職手当」と固定負債の「退職手当引当金」とを合
計した額が現時点で退職した場合に必要となる退職手当の合計額となります。

⑤　賞与引当金

　「賞与引当金」とは、翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生した部分です。

４　純資産の内訳

「純資産」は、公共資産等整備国県補助金等、公共資産等整備一般財源等、その他一般
財源等、資産評価差額に分類されます。

（１）公共施設等整備国県補助金等

「公共施設等整備国県補助金等」とは、住民サービスを提供するための財産を取得し
た財源のうち国・県から補助を受けた部分です。したがって、公共資産等整備国県補助
金等の計上額が大きい場合は、国庫補助金等によって公共資産等を整備してきた部分が
大きいことが大きいことがわかります。

（２）公共資産等整備等一般財源等

「公共資産等整備等一般財源等」とは、住民サービスを提供するための財産を取得し
た財源のうち、上記の国県補助金等と（建設）地方債を除いた部分です。

（３）その他一般財源等

「その他一般財源等」とは、公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負
債を差し引いた額です。したがって、翌年度以降に自由にしようできる財源ということ
になります。

（４）資産評価差額

「資産評価差額」とは、「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や「投
資及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価額と時価の差額などです。資産
の再評価により増加あるいは減少した額が計上されます。

５　注記

貸借対照表には本表以外に注記情報も記載されています。記載情報から何が読み取れ
るか見ていきます。

①　他団体及び民間への支出金により形成された資産

地域住民のための資産整備は、自団体で行う資産整備以外に他団体及び民間への支出
金により形成されますので、貸借対照表に計上された資産にこの注記金額を合算してみ
ることにより、全体でこれまでにどれだけの資産整備を行ってきたかがわかります。な
お、貸借対照表に計上されている有形固定資産と同様、減価償却を行ったものとして金
額を算定していますので、記載されている金額は減価償却累計額控除後の金額となりま
す。



②　債務負担行為に関する情報

「債務負担行為に関する情報」には、貸借対照表の「長期未払金」「未払金」に計上
されたもの以外に将来負担となる可能性があるものが計上されています。

③　交付税措置地方債の金額

先に述べたように、地方債の中にはその償還財源として地方交付税収入が見込まれる
ものが存在しますので、その金額が注記されています。

④　普通会計の将来負担に関する情報

自治体財政健全化法が公布され、地方公共団体の財政健全化の枠組みが大きく変わり
ましたが、健全化を判断する比率の一つである「将来負担比率」に関する情報が記載さ
れています。普通会計の将来負担として見込まれる金額及び将来負担を軽減する財源と
して見込まれる金額がわかります。

⑤　土地及び減価償却累計額

　有形固定資産のうち土地の金額と減価償却累計額が注記されています。これにより土
地以外の償却資産の金額もわかりますので、どの程度減価償却が進んでいるかを把握す
ることができます。

Ⅱ．行政コスト計算書

１　行政コスト計算書から何がわかるのか

（１）行政コスト計算書とは

行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち
福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその
行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。

（２）行政コスト計算書の構成要素と性質別・目的別行政コスト

　行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差し引
きしたものが、「純経常行政コスト」になります。また、行政コスト計算書は性質別と
行政目的別（行政分野別）のマトリックス形式で表示されます。性質別の区分と目的別
の区分とをマトリックス形式で表示することで、どのような性質の経費が用いられてい
るかがわかるようになっています。
　「経常行政コスト」（行政サービスに係る経費）は、性質別（性質別行政コスト）と
行政目的別（目的別行政コスト）に分解して見る方法があります。
　行政コスト計算書を縦方向に見る「性質別行政コスト計算書」で経常行政コストの内
訳を見ると、人件費、物件費といった官庁会計でいうところの節で示される経費と退職
手当引当金繰入等や減価償却費といった発生主義特有の勘定科目とで表されています。
また、経常収益についても、使用料・手数料、分担金・寄附金といった節によって表さ
れています。

このように「性質別行政コスト計算書」では、資産形成に結びつかない１年間の行政
サービスを提供するにあたって、人件費や物件費等、補助金といったどのような性質の
経費が用いられたか、またこのような行政サービス提供の見返りとしての使用料や手数
料といった受益者負担がどの程度あったのかを把握することができます。
一方、行政コスト計算書を横方向に見る「目的別行政コスト計算書」では、計上行政

コストと経常収益が、生活インフラ・国土保全、教育、福祉といった行政目的別にそれ
ぞれどの程度あったかを見ることができます。

２　経常行政コスト、経常収益と純経常行政コスト



　資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費の金額を
経常コストで表し、施設利用料など主に行政サービス提供の過程で得られた受益者負担
を経常収益で表されています。行政サービスを提供する上で最も重要な財源である税収
は経常収益に含めないため、経常行政コストと経常収益とを比べると一般的には大幅な
コスト超過になります。
　このように、経常行政コストと経常収益との差し引きで表される純経常行政コスト
は、民間企業の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、資産形成に結びつかない
１年間の行政サービスを提供する上で用いられた経費から受益者負担などの収益で賄わ
れたものを差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や資産の売却益など
で賄わなければならないコストを表します。

３　行政コストの内訳とコスト構造

（１）性質別行政コストの内訳とコスト構造

行政コスト計算書を性質別にその内訳を見ると人件費、物件費、補助金等となってい
ます。このように経常行政コストを性質別に見た内訳のことをコスト構造といいます。
同じ行政サービスを提供するにしても、職員自らがその活動を行えば人件費の金額と割
合が大きくなります。一方で、外部の団体等に委託しその団体がサービスを提供すると
なると、物件費の割合が高くなります。その他にも、自前の施設を用いて行政サービス
を提供する自治体は減価償却費の割合が高くなり、施設を賃借し行政サービスを提供す
るかによってコスト構造は異なることになります。

（２）目的別行政コストの内訳とコスト構造

経常行政コストを目的別に見ていくことで、その自治体がどのような行政分野に力を
入れているかを把握することができます。例えば、大都市周辺の自治体であれば、教育
にかかる経常行政コストの割合が高くなることがあります。これは大都市圏で働く保護
者の児童のための教育サービスを充実させていることがその目的の一つとして考えられ
ます。また海岸に面する自治体であれば、護岸整備などを行っている影響から、生活イ
ンフラ・国土保全の割合が高くなります。さらに立派な庁舎を所有する自治体では、目
的別には総務、性質別には減価償却費の割合が高くなります。
コストの性質別分析でも説明したように、どのような手法で行政サービスを提供する

かは、目的別に見たコスト構造にも影響を与えます。例えば、し尿処理を自前の施設を
使用して行った場合、環境衛生の人件費、物件費及び減価償却費が大きくなります。一
方、一部事務組合を設立し、その組合でし尿処理を行うとともに、自治体が組合に補助
金等を支出している場合には、環境衛生の人件費や減価償却費は自前の場合より少なく
なりますが、環境衛生の補助金等は自前の場合より大きくなります。

Ⅲ　純資産変動計算書

１　純資産変動計算書とは

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でど
のように変動したかを表している計算書です。
純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が

負担してきた部分が増えたのかがわかることになります。

（１）純経常行政コストと財源

純経常行政コストの金額に対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程
度あるかを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源により
どの程度賄われているかがわかります。

（２）臨時損益

経常的なコストや財源のほかに、公共資産の除売却や第三セクター等に対する債権の
放棄など、臨時的な要因によるコストや収入も発生します。



（３）資本的な収入及び支出に伴う純資産内部の振替が発生します。

①　公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入

これは、財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出資金の
財源として使用される（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源等として拘
束されることを表しています。

②　公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収等による財源増

これは、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・
出資金等の回収により使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）ことを表
しています。

③　減価償却による財源増

これは、②と同様に、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減
価償却（価値減少）に伴い一般財源として回収されたことを表しています。
なお、減価償却費は行政コスト計算書に計上されているため、純経常行政コストに含

まれています。したがって、その他一般財源等は結果的に増減せず、公共資産等整備国
県補助金等及び公共資産等整備一般財源等のみが減少することになります。

④　地方債償還に伴う財源振替

公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより、公共資産等整
備の財源のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わることとなりま
す。すなわち、公共資産等整備財源として発行した地方債を償還するということは、公
共資産等整備への財源投入と同じ性質を持つということです。したがって、公共資産等
整備への財源投入と同様に、償還額をその他一般財源等から公共資産等整備一般財源等
へ振り替える必要があります。

（４）資産評価に伴う増減

売却可能資産や有価証券の時価評価に伴い、評価による増減額が生じます。また、価
値のある資産を無償で受贈したことによる受贈益が発生する場合もあります。これらは
潜在的な一般財源を増減させますので、資産評価差額の増減として計上します。

Ⅳ　資金収支計算書

１　資金収支計算書から何がわかるのか

資産収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分
（活動）に分けて表示した財務書類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公
共資産整備収支の部」及び「投資・財務的収支の部」です。
まず、経常的収支の部には、人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が

計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。
次に公共資産整備収支の部では、公共資産の整備などによる支出とその財源である補

助金・借金などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とそ
の財源の状況が表示されます。

最後に投資・財務的収支の部には、出資、貸付、基金の積み立て、借金の返済などに
よる支出とその財源である補助金、借金、貸付金元金の回収などの収入が計上されてお
り、投資活動や借金の返済（財務活動）による資金の出入り状況が表示されます。
以上の３つの区分で表される資金収支計算書からは、自治体のどのような活動に資金

が必要とされ、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような
性質の活動で獲得し、また使用しているのかを読み取ることができます。

２　経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部の関係

資金収支計算書の３つの区分は、経常的収支の部で生じた収支余剰（黒字）で公共資
産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足（赤字）を穴埋め（補てん）すると
いう関係になります。



経常的収支の黒字よりも公共資産整備収支と投資・財務的収支の赤字合計が大きい場
合は、期首にあった歳計現金が減少していることを表します。
なお、経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支の合計は、その年度の歳計

現金の増減額と一致します。

３　経常的収支の部の内訳

支出には、人件費、物件費などの日常の行政サービスを行うに当たって必要な支出項
目が並んでいます。また、歳入歳出決算では公債費に含まれている地方債の利息部分や
他会計等に対する繰出金のうち事務費等の充当財源も経常的収支の部に計上されます。
一方、収入には、地方税、地方交付税などの日常の行政サービスのための支出を賄う

収入（財源）が計上されています。また、地方債発行額が計上されていますが、これ
は、日常の行政サービスの財源として臨時財政対策債などのいわゆる赤字地方債を発行
したことを表しています。

４　公共資産整備収支の部の内訳

支出には、自団体で社会資本を整備する公共資産整備支出、他団体に補助金を支出し
て公共資産を整備する公共資産整備補助金等支出、そして他会計への繰出金矢補助費等
のうち建設費に充てられるものが計上されています。
一方、収入には、公共資産整備支出の財源となった国県補助金等、地方債発行額、基

金取崩額などが計上されています。

５　投資・財務的収支の部の内訳

支出には、借金の返済額、他会計の借金返済に充当するための繰出金や補助金、他団
体等に対する出資、貸付金、基金への積立額が計上されています。
一方、収入には、支出の財源となった国県補助金等の他、貸付金の回収額や公共資産

の売却収入が計上されています。

６　注記

（１）一時借入金に関する情報

一時借入金の借入及び返済は決算上歳入歳出として扱われないため、資金収支計算書
にも計上されません。しかしながら、夕張市の財政破綻でも問題になったように、資金
繰りに関する情報としては非常に重要な情報です。したがって、資金収支計算書には一
時借入金の増減が含まれていないということから、一時借入金の借入限度額、一時借入
金利子の金額が注記されています。

（２）基礎的財政収支に関する情報

地方債の発行・償還や財政調整基金・減債基金の積立・取崩しを除いた、基礎的な収
支情報が注記されています。

（３）歳計外現金

　一時借入金以外にも、保証金や敷金、都道府県税の預かりなど、歳入歳出決算外で行
われる資金取引があります。これらについて重要なものは注記されますので、資金収支
計算書で見える資金移動以外にもこれらの資金を取り扱っていることがわかります。



　普通会計（一般会計）財務書類

貸借対照表 （単位：百万円）

１．公共資産 １．固定負債
（１）有形固定資産 87,084 （１）地方債 25,188
（２）無形固定資産 0 （２）長期未払金 1,905
（３）売却可能資産 105 （３）退職手当引当金 5,054

（４）その他 0
２．投資等

（１）投資及び出資金 999 ２．流動負債
（２）貸付金 653 （１）翌年度償還予定地方債 3,491
（３）基金等 2,865 （２）その他 937
（４）その他 424

36,575
３．流動資産

（１）現金預金 2,357
　　　　（うち歳計現金） 721 純資産合計 58,056
（２）未収金等 144

94,631 94,631

行政コスト計算書 純資産変動計算書
自　平成23年4月 1日 　自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日 （単位：百万円）　至　平成24年3月31日 （単位：百万円）

22,683 期首純資産残高 52,500
１．人にかかるコスト 純経常行政コスト △ 21,684

（１）人件費 4,052 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 824 　　一般財源

　　　　　地方税 10,847
２．物にかかるコスト 　　　　　地方交付税 5,083

（１）物件費 2,751 　　　　　その他 1,552
（２）維持補修費 131 　　補助金等受入 5,304
（３）減価償却費 2,767 　　その他 4,454

３．移転支出的なコスト 期末純資産残高 58,056
（１）社会保障給付 5,658
（２）補助金等 1,290 資金収支計算書
（３）他会計への支出 3,991 　自　平成23年4月 1日
（４）その他 560 　至　平成24年3月31日 （単位：百万円）

１．経常的収支 5,167
４．その他のコスト ２．公共資産整備収支 △ 742

（１）支払利息 439 ３．投資・財務的収支 △ 4,061
（２）その他 220 当年度歳計現金増減額 364

999 期首歳計現金残高 357
999 期末歳計現金残高 721

純経常行政コスト （基礎的財政収支）
（経常費用－経常収益） 21,684 　　収入総額 27,081

　　地方債発行額 △ 3,306
　　支出総額 △ 26,717
　　地方債元利償還額 3,702

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、 　　財政調整基金等増減額 377
　　　積み上げと合計が一致しない箇所があります 基礎的財政収支 1,137

資産の部 負債の部

純資産の部

経常費用

経常収益
使用料・手数料等

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計



　市民一人あたり財務書類（普通会計） 平成24年3月31日現在人口 65,740 人

貸借対照表 （単位：千円）

１．公共資産 １．固定負債
（１）有形固定資産 1,325 （１）地方債
（２）無形固定資産 0 （２）長期未払金
（３）売却可能資産 2 （３）退職手当引当金

（４）その他
２．投資等

（１）投資及び出資金 15 ２．流動負債
（２）貸付金 10 （１）翌年度償還予定地方債
（３）基金等 44 （２）その他
（４）その他 6

３．流動資産
（１）現金預金 36
　　　　（うち歳計現金） 11 純資産合計
（２）未収金 2

1,440

行政コスト計算書 純資産変動計算書
自　平成23年4月 1日 　自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日 （単位：千円） 　至　平成24年3月31日 （単位：千円）

345 期首純資産残高
１．人にかかるコスト 純経常行政コスト

（１）人件費 62 財源調達
（２）退職手当引当金繰入等 13 　　一般財源

　　　　　地方税
２．物にかかるコスト 　　　　　地方交付税

（１）物件費 42 　　　　　その他
（２）維持補修費 2 　　補助金等受入
（３）減価償却費 42 　　その他

３．移転支出的なコスト 期末純資産残高
（１）社会保障給付 86
（２）補助金等 20 資金収支計算書
（３）他会計への支出 61 　自　平成23年4月 1日
（４）その他 9 　至　平成24年3月31日 （単位：千円）

１．経常的収支
４．その他のコスト ２．公共資産整備収支

（１）支払利息 7 ３．投資・財務的収支
（２）その他 3 当年度歳計現金増減額

15 期首歳計現金残高
15 期末歳計現金残高

純経常行政コスト （基礎的財政収支）
（経常費用－経常収益） 330 　　収入総額

　　地方債発行額
　　支出総額
　　地方債元利償還額

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、 　　財政調整基金等増減額
　　　積み上げと合計が一致しない箇所があります 基礎的財政収支

使用料・手数料等

資産合計 負債及び純資産合計

経常費用

経常収益

資産の部

負債合計

負債の部

24
81

383
29
77
0

77

53
14

557
純資産の部

883

1,440

799
△ 330

165

68

883

79
△ 11
△ 62

6

6
17

5
11

412
△ 50

△ 406
56



バランスシートの前年度比較

１．公共資産 87,189 92.1 83,282 3,907 32,147 34.0 32,031 116
(1)有形固定資産 87,084 92.0 83,152 3,932 25,188 26.7 25,077 111
(2)売却可能資産 105 0.1 130 △ 25 1,905 2.0 1,710 195

5,054 5.3 5,244 △ 190
0 0.0 0 0

２．投資等 4,941 5.2 4,398 543 4,428 4.7 4,933 △ 505
(1)投資及び出資金 999 1.1 984 15 3,491 3.7 3,561 △ 70
(2)貸付金 653 0.7 702 △ 49 0 0.0 0 0
(3)基金等 2,865 3.0 2,254 611 311 0.3 440 △ 129
(4)長期延滞債権 578 0.6 621 △ 43 420 0.4 681 △ 261
(5)回収不能見込額 △ 154 △ 0.2 △ 163 9 206 0.2 251 △ 45

３．流動資産 2,501 2.6 1,784 717
(1)財政調整基金等 1,636 1.7 1,258 378
(2)歳計現金 721 0.8 357 364 15,050 15.9 14,974 76
(3)未収金 145 0.2 170 △ 25 72,149 76.2 66,443 5,706
(4)回収不能見込額 △ 1 0.0 △ 1 0 △ 29,074 △ 30.7 △ 28,879 △ 195

△ 69 △ 0.1 △ 38 △ 31

　※「総務省方式改定モデル」に基づき、作成したものである。

【市民１人当たりのバランスシート】

２３年度 ２２年度 増減額 ２３年度 ２２年度 増減額

負債合計 557 559 △ 2

純資産合計 883 793 90

　※住民基本台帳人口（各年度末） 66,157人 66,157人

94,631 100.0 89,464 5,167

資産合計 1,440 1,352 88

資産合計 94,631

２．公共資産等整備一般財源等
３．その他一般財源等

100.0 89,464 5,167 負債・純資産合計

４．資産評価差額

純資産合計

38.7 36,964

58,056 61.3 52,500 5,556

１．公共資産等整備国県補助金等

(2)短期借入金
(3)未払金
(4)翌年度支払予定退職手当
(5)賞与引当金

負債合計

純資産の部

(4)その他

２．流動負債
(1)翌年度償還予定地方債

△ 389

増減額２３年度 構成比 ２２年度

36,575

２２年度 増減額

１．固定負債
(1)地方債
(2)長期未払金
(3)退職手当引当金

（単位：千円）

（単位：百万円）

【資産の部】 ２３年度 構成比 ２２年度 増減額 【負債の部】 ２３年度 構成比



有形固定資産の内訳 有形固定資産（土地を除く）の老朽化比率
（単位：百万円） （単位：百万円）

償却資産 減価償却 減価償却

取得価額 累計額 累計率

生活インフラ・国土保全 44,429 51.0 49,912 21,070 42.2

教育 21,188 24.3 29,691 11,945 40.2

福祉 1,962 2.3 3,706 2,280 61.5

環境衛生 2,645 3.0 8,212 6,029 73.4

産業振興 11,173 12.8 22,578 14,420 63.9

消防 2,339 2.7 3,609 2,240 62.1

総務 3,348 3.8 4,739 2,600 54.9

合計 87,084 100.0 122,447 60,584 49.5

行政コスト対公共資産比率
（単位：百万円）

２３年度 構成比 ２３年度 構成比
生活インフラ・国土保全 2,880 12.7 44,429 51.0 6.5

教育 2,216 9.8 21,188 24.3 10.5

福祉 9,205 40.6 1,962 2.3 469.2

環境衛生 2,436 10.7 2,645 3.0 92.1

産業振興 1,418 6.3 11,173 12.8 12.7

消防 1,145 5.0 2,339 2.7 49.0

総務・議会 2,724 12.0 3,348 3.8 81.4

支払利息 439 1.9 － － －

回収不能見込計上額 25 0.1 － － －

その他行政コスト 195 0.9 － － －

合計 22,683 100.0 87,084 99.9 26.0

【市民1人当たりの経常行政コスト】　345千円

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、
　　　積み上げと合計が一致しない箇所があります
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◎ 行政コストの分析 

純資産

　資産から負債を差し引いた純資産は約５８０億５，６００万円となり、前年度と比較して約５５億
５,６００万円増加しています。

市民１人当たり

　市民１人当たりの資産は約１４４万円で、前年度と比較して８万８,０００円増加しています。
　また、市民１人当たりの負債は、５５万７,０００円で、前年度と比較して約２千円減少していま
す。

資産総額

　平成２３年度末の資産総額は約９４６億３,１００万円で、前年度と比較して約５１億６，７００万円
増加しています。増加の主な原因は、小中学校耐震化事業や消防庁舎建設事業等による有形
固定資産の更新によるものに加え、各種基金の積立金の増による投資等や流動資産の増加に
よるものです。

負債

　負債は約３６５億７,５００万円で、前年度と比較して約３億８,９００万円減少しています。これは、
主に退職手当（引当金及び翌年度支払予定）の減によるものです。
　なお、資産に対する負債の比率は３８．７％となっており、現在ある資産の約４割を翌年度以降
に負担していくことになります。

　資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいは、どれだけの資産でど
れだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を知る上で参考と
なる指標であり、全体で２６．０％となっています。福祉における比率が極めて高くなっているの
は、子ども手当の支給、高齢者や障がい者への援護措置、生活保護などの給付サービスが中
心で、有形固定資産に依らない行政サービスを行っていることによるものです。

◎ バランスシートの分析 

経常行政コスト 

　平成２３年度の経常行政コストは約２２６億８,３００万円で、市民１人当たりに換算すると３４万
５,０００円となります。
　また、目的別では、福祉にかかるコストが全体の４０．６％を占めています。

行政コスト対公共資産比率 

有形固定資産

　有形固定資産の目的別の内訳では、道路、住宅、公園などの「生活インフラ・国土」と学校、体
育施設などの「教育」で、全体の７５．３％を占めています。
　また、有形固定資産の減価償却累計率（取得価額に占める減価償却累計額の割合）は、有形
固定資産の老朽化の目安となるもので、ゴミ焼却場などの「環境衛生」が７３．４％、保育所など
の「福祉」及び消防庁舎などの「消防」が６０％を超えるなど、老朽化が進んでいることがわかり
ます。


